
はじめに

　財政事情の公表については、広報はんのうを通じて年２回（９月１日号・３月１日号）

掲載しているところですが、経年比較について、平成２８年度から令和７年度までの決算

額や各種の財政指標を基に飯能市の財政のポイントをまとめてみました。

　飯能市の会計は、一般会計及び特別会計から構成されています。一般会計には、民生費

や教育費、土木費など行政を運営する上で最も基本となる経費を計上しています。他方、

特別会計は、特定の事業を行う場合に、その歳入をもって歳出に充て、一般会計と区分し

て経理する必要がある場合に設置しています。具体的には、国民健康保険、笠縫土地区画

整理、双柳南部土地区画整理、岩沢北部土地区画整理、岩沢南部土地区画整理、介護保険、

後期高齢者医療、訪問看護ステーションの８の特別会計があります。

　また、公営企業会計として、水道事業、下水道事業の２の会計があり、全部で１１会計

となっています。

　自治体ごとに各会計の設置が異なっていますので、自治体間の財政比較をするために、

地方財政の統計上｢普通会計｣という区分を用いています。飯能市の場合は、一般会計と笠

縫土地区画整理、双柳南部土地区画整理、岩沢北部土地区画整理、岩沢南部土地区画整理

の５会計を合算して普通会計を算出しています。

　この普通会計をベースに、平成２８年度から令和７年度までの決算額や各種財政指標を

基に飯能市の財政のポイントをまとめました。
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　上のグラフは、歳入決算額の内訳を年度別に示したものです。

　 歳入総額に対する市税の割合は、下記のとおりです。

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

37.7% 34.7% 42.2% 40.1% 29.7% 32.7% 36.0% 36.0% 36.2% 37.3%

　その他の歳入は、地方消費税交付金、地方特例交付金、地方譲与税、自動車税環境性

能割交付金、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、使用料及び手数

料、分担金及び負担金、財産収入、繰越金などが含まれています。

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

162億円 163億円 164億円 168億円 170億円 182億円 189億円 192億円 202億円 207億円

　市税については、平成２８年度以降、ほぼ横ばいとなっています。

　地方交付税については、令和２年度まではほぼ横ばいで推移していましたが、令和３

年度以降は普通交付税の再算定等に伴い増額しています。

　国県支出金は、国や県からの負担金・補助金・委託金ですが、建設事業の伸びなどで

大きく変動し、令和７年度は８４億円の歳入となっています。なお、令和２年度は特別

定額給付金給付事業費補助金や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金など

の補助があったため、大幅に増額しています。

　市債は、市の借金です。令和７年度は、１１億円となっています。

　特に財政運営の基本となる市税等の経常一般財源（使い道に制限のない財源）の総額

は、下記のとおりです。
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　法人市民税、都市計画税、その他の税については、ほぼ横ばいとなっています。

　令和７年度の現年課税分の収納率は、下記のとおりです。

　<現年課税分>

　上のグラフは、市税収入の内訳を年度別に示したものです。

　固定資産税と個人市民税の２税で、市税収入の約８割を占めており、近年では横ば

いとなっています。

　その他の税は、軽自動車税、市たばこ税、鉱産税、入湯税です。

　個人市民税・・・・・・・・・・・９９.３％

　法人市民税・・・・・・・・・・・９９.５％

　固定資産税・・・・・・・・・・・９９.４％

　国有資産等所在市町村交付金・・１００.０％

　軽自動車税環境性能割・・・・・１００.０％

　軽自動車税種別割・・・・・・・・９９.２％

　市たばこ税・・・・・・・・・・１００.０％

　鉱産税・・・・・・・・・・・・１００.０％

　入湯税・・・・・・・・・・・・１００.０％

　都市計画税・・・・・・・・・・・９９.４％

　令和７年度末の市税等口座振替加入率は、下記のとおりです。

　市県民税・・・・・・・・・・・・２０.６％

　固定資産税、都市計画税・・・・・５０.４％

　軽自動車税・・・・・・・・・・・２３.６％

　国民健康保険税・・・・・・・・・３９.１％
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　上のグラフは、歳出の目的別に金額を年度別に示したものです。

　福祉に関する経費の民生費が目的別のトップとなっています。

  今後も、扶助費や介護保険特別会計への繰出金などの増加が見込まれることから民

生費の伸びが予想されます。

　｢目的別の分類｣

　議会費・・・市議会の運営などに要する経費　

　総務費・・・ICT推進、庁舎の維持管理、市民会館の管理運営などに要する経費

　民生費・・・高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉及び生活保護などに要する経費

　衛生費・・・保健衛生、環境対策及びごみ処理などに要する経費

　労働費・・・勤労者を支援するための経費

　農林水産業費・・・農業及び林業などの振興に要する経費

　商工費・・・商工業や観光の振興に要する経費

　土木費・・・道路整備、街路整備及び土地区画整理などに要する経費

　消防費・・・埼玉西部消防組合負担金、消防団及び防災対策などに要する経費

　教育費・・・学校教育、社会教育、スポーツ推進などに要する経費

　災害復旧費・・・台風や豪雨により生じた災害被害の復旧に要する経費

　公債費・・・借入金の返済に係る元金及び利子などに要する経費
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　上のグラフは、歳出を人件費、扶助費、普通建設事業費などの経済的性質を基準に

分類して示したものです。

　人件費・扶助費・公債費は、支出を義務付けられた経費で、任意に削減できないも

のです。これを義務的経費と呼んでいます。この義務的経費の合計は、平成２８年度

は１２７億円でしたが、令和７年度は１７４億円で、４７億円の増額となっています。

　この義務的経費の伸びは、扶助費の伸びが特に影響しています。

　扶助費は平成２８年度は５６億円だったものが、令和７年度は８１億円で２５億円

の増加となっています。住民税非課税世帯等に対する給付金の支給のほか、生活保護

費の増加、障害者総合支援法による障害福祉サービス費の増加などが主な要因となっ

ています。

　｢性質別の分類｣

　人件費・・・報酬、給料及び職員手当など労働の対価として支払われる経費

　物件費・・・旅費及び委託料など消費的性質の経費

　維持補修費・・・市が管理する公共施設等を維持するための補修に要する経費

　扶助費・・・市から現金又は物品等の別を問わず、被扶助者に対して支給される経費

　補助費等・・・補助金、負担金及び報償費などに要する経費

　普通建設事業費・・・道路、街路及び学校等の整備に要する経費

　公債費・・・借入金の返済に係る元金及び利子などに要する経費

　積立金・・・各種基金への積立の経費

　繰出金・・・国民健康保険、介護保険、区画整理特別会計などへ支出する経費
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補足

　普通交付税の交付額は、下記のとおりです。　　　 単位：百万円（表示単位未満切捨）

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

3,033 3,027 3,025 3,198 3,247 4,274 4,572 4,735 4,997 5,077 

　特別交付税の交付額は、下記のとおりです。　　　 単位：百万円（表示単位未満切捨）

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

347 340 325 402 303 321 325 326 340 344 

　上のグラフは、普通交付税の算定結果を示しています。

　地方交付税は、地方自治体の自主性を損なわずにその財源の均衡化を図り、交付基準

の設定を通じて地方行政の計画的な運営を保障することにより、地方自治の本旨の実現

に資するとともに、地方自治体の独立性を強化する目的があります。

　地方交付税は、普通交付税と特別交付税の２種類があります。普通交付税は、財源

不足団体に交付税総額の９４％を交付し、特別交付税は、普通交付税で補捉されない

特別の財政需要に対し交付税総額の６％を交付します。

　地方交付税は、国税４税（所得税、酒税、法人税、消費税）の一定割合の額及び地方

法人税が原資となっています。

　普通交付税の額の決定

　（基準財政需要額－基準財政収入額）＝財源不足額（交付基準額）

　基準財政収入額は、市税の収入見込額などをもとに一定の基準によって算定したも

ので、基準財政需要額は、地方自治体の標準的な行政を行うための経費を一定の基準

によって算定したものです。上記の算式により普通交付税が交付されます。
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　上のグラフは、財政力指数を年度別に示しています。

　財政力指数＝（基準財政収入額÷基準財政需要額）の３年間の平均値

　財政力指数は、上記の算式で求められ、財政力を示す一般的な指標です。標準的

な税収入等により、標準的な歳出を賄える比率を表している指標です。

　この数字が｢１｣を超えれば普通交付税の交付はありません。この指標が高いほど

税収入等で歳出を賄える割合が高く、普通交付税に依存する割合が低いことになり

ます。

　飯能市は、一度も｢１｣を超えたことはありません。

　令和３年度以降、市民税の所得割などの増により基準財政収入額が増加したもの

の、社会福祉費が増加傾向にあり、基準財政需要額が増加したことなどにより、財

政力指数は大きく下降しています。
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　令和３年度は、普通交付税の増加により経常一般財源収入が増えたため、比率が

低くなっています。

　令和４年度以降、臨時財政対策債が毎年減少していることにより経常一般財源収

入が減ったため、比率が高くなっています。

　上のグラフは、経常収支比率を年度別に示しています。

　経常収支比率＝経常経費充当一般財源÷経常一般財源収入

　経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断するための比率で、人件費、扶助費、

公債費などの経常的に支出する経費に、市税や地方交付税、地方譲与税などの一般

財源や減税補てん債、臨時財政対策債がどの程度充当されているかを見る指標です｡

この比率が低いほど財政構造に弾力性があることになります｡これは、経常経費に

充当した経常一般財源の残りの部分が大きいほど臨時の財政需要に対して余裕を持

つことになり、財政構造に弾力性があるということになります｡

　経常収支比率は、都市にあっては７５％程度が適当と考えられ、８０％を超える

と弾力性を失いつつあると考えられています｡

　飯能市の経常収支比率を見ると、財政の硬直化が進んでいることが分かります。

これは、扶助費を始めとした経常経費の占める割合が高くなってきているためです。
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　平成２８年度は３１０億円だったものが令和３年度には３３６億円に増加しました。

その後は減少に転じて令和７年度は２６３億円となり、平成２８年度に比べ４７億円

の減少となっています。これは、臨時財政対策債の現在高の増減が要因の一つと考え

られます。

　なお、臨時財政対策債については、財政運営に支障が生ずることのないよう、元利

償還金相当額が後年度に地方交付税で措置されることとなっています。

　公債費比率の状況

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

5.2% 5.1% 4.8% 4.8% 6.3% 5.5% 7.3% 7.7% 8.1% 8.4%

　公債費比率は、地方債発行規模の妥当性を判断するための指標で、地方債の元利償還

金の標準財政規模に対する割合を公債費比率といいます｡

　この比率が１０％を超さないことが望ましいとされ、１５％を超えると財政の弾力性

が阻害されるといわれており、財政運営にも注意が必要です｡

　上のグラフは、公債費の決算額を年度別に示しています。

　過去に発行した地方債の元金及び利子の支払いで、平成２８年度の２６億円と比較し、

　上のグラフは、地方債現在高を年度別に示しています。

令和７年度は３４億円と、８億円の増加となっています。
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　上のグラフは、実質公債費比率を年度別に示しています。

　実質公債費比率は、地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する

指標として、起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判定に用いられるものです。

分かりやすく言えば、「収入のうち、どのくらいの割合を借金返済に充てているか」を

示す指標で、この率が低いほど財政状態が健全なことを意味します。

　総務省は、実質公債費比率を基に地方債の起債に関して次のようなルールを定めてい

ます。

　①　１８％未満　　　　起債にあたり総務省、都道府県への協議制。

（１６％未満で民間資金の場合は事前届出制）

　②　１８％以上　　　　起債にあたり総務省、都道府県による許可制。

　飯能市は、１６％未満となっていますので、届出、協議団体として起債できます。
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定額資金を運用するために設けられる資金をいいます。

単位：千円

基　　金　　名 ７年度末残高（貸付含む） 目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的

財政調整基金 1,462,476 
年度間における財源の調整を行い、本市財政の健全
な運営に資するため

公共施設整備基金 312,249 公共施設の整備のため

みらい環境基金 424,990 環境の保全・創造に関する施策を推進するため

廃棄物処理施設整備基金 418,751 廃棄物処理施設の整備のため

土地開発基金 400,000 
公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益の
ために取得する必要のある土地をあらかじめ取得す
ることにより、事業の円滑な執行を図るため

その他の基金 1,434,896 

（減債基金、成年後見制度利用促進基金、こども基
金、東吾野医療介護センター管理運営基金、森林文
化都市基金、ムーミン基金、さわらびの湯整備基金、
土地区画整理事業基金、消防施設整備基金、防災減
災基金、奨学金基金、文化スポーツ振興基金）

合　　　　計 4,453,362 

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

1１　基金残高（市の預金）
　ここでは基金のうち主要な名称及び金額を掲載し、これ以外のものはその他の基金と

してまとめています。　

　基金とは、地方公共団体が特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は

※単位未満の端数は、四捨五入しています。　
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【収　入】

令和７年度の１年分 令和７年度の１年分

１７５億２，１０４万円  ５００万円  

１６９億１，９１４万円  ４８２万８，０００円  

１１億１，６００万円  ３１万８，０００円  

一般的な市債 １１億１，６００万円  住宅ローン ３１万８，０００円  

特例的な市債 ０円  生活ローン ０円  

３５５億５，６１８万円  １，０１４万７，０００円  

【支　出】

令和７年度の１年分 令和７年度の１年分

５９億４，７１１万円  食  費 １６９万７，０００円  

８０億６，１４９万円  家族の医療費など ２３０万１，０００円  

３１億５，１６９万円  
生活を別にしている家
族への仕送り

８９万９，０００円  

２８億５，３２５万円  
自宅の増改築や車の修
繕費など

８１万４，０００円  

３７億７，５８４万円  
自治会やサークル活動
の会費など

１０７万８，０００円  

６４億１，３５４万円  光熱水費、通信費など １８３万円  

３３億８，７９１万円  ９６万７，０００円  

１９億６，５３５万円  ５６万１，０００円  

３５５億５，６１８万円  １，０１４万７，０００円  

【借入金残高】

令和７年度残高
家計にたとえた場合

（ローン残高）

１４９億５，５１３万円  ４２６万８，０００円  

１１３億９４８万円  ３２２万７，０００円  

２６２億６，４６１万円  ７４９万５，０００円  

12　飯能市の家計簿（令和７年度）

　令和７年度の普通会計の決算状況をより分かりやすくするために、自主財源（市税を始め、公

共施設の利用料や各種証明手数料など、市が直接徴収するお金のことです。これに対し、国や県

からの補助金や地方交付税などを、依存財源といいます。） １７５億２１０４万円あまりを年収

５００万円と仮定して市の決算状況を家計にたとえてみました。

市の決算額 家計にたとえた場合

市税などの自主財源　 年収（給料など）

国・県支出金・交付税など 親からの支援

市 債 な ど の 借 入 金 ローンでまかなっている額

合　　　　　計 合　　　　計

市の決算額 家計にたとえた場合

人　　　件　　　費

扶　　　助　　　費

繰　　　出　　　金

投資的経費・維持補修費

補助費等・投資及び出資金・貸付金

物　件　費　な　ど

公　　　債　　　費 ローンの返済

翌  年  度  繰  越 翌年への繰越

合　　　　　計　 合　　　　計

区　　　　　　分 区　　　　　分

一般的な市債 住宅ローン

特例的な市債 生活ローン

合　　　 　計 合　　　　計

※特例的な市債とは、臨時財政対策債、減収補てん債などをいいます。
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